取締役就任承諾書(各種書式テンプレート集)
※本テンプレートは弁護士監修ですが、会社の設置形態(取締役会設置/非設置)・登記内容に応じた修正が必要です。登記申請の添付書類として使用する場合、書式不備で却下されるリスクがあるため、必ず司法書士のレビューを受けてください。
【取締役就任承諾書の性質に関する注記】 取締役就任承諾書は、株主総会で選任された取締役が、就任の意思表示を会社に対して行う一方的書面です。契約書ではないため「甲乙」の対立構造はとらず、就任者本人が会社宛に作成します。商業登記法第54条に基づき、就任登記の申請時の添付書類として法務局に提出します(就任日から2週間以内・会社法第915条)。

このテンプレの使い方
本テンプレートは、複数の書式パターンを含む取締役就任承諾書のひな形集です。次の手順でご利用ください。
1. Wordをダウンロード
1. 使用するパターンを選択(下記「書式パターン早見表」参照)
1. 自社の情報・就任者情報に応じて編集(青字部分・[ ]内を置換)
1. 就任者の署名押印を取得(電子契約・電子署名にも対応)
1. 添付書類(印鑑証明書・本人確認証明書)を準備(本テンプレ後半参照)
1. 株主総会議事録等とともに法務局へ登記申請(就任日から2週間以内)

書式パターン早見表
	パターン
	該当ケース
	使用する書式
	押印
	添付書類

	①
	取締役会設置会社の代表取締役就任
	代表取締役就任承諾書
	個人実印
	印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)

	②
	取締役会設置会社の取締役就任(代表でない)
	取締役就任承諾書
	認印可
	本人確認証明書

	③
	取締役会非設置会社の取締役就任(全員)
	取締役就任承諾書
	個人実印
	印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)

	④
	監査役就任
	監査役就任承諾書
	認印可
	本人確認証明書

	⑤
	重任(任期満了後の再任)
	重任就任承諾書
	認印可
	(不要)

	⑥
	株主総会前の意思確認
	選任同意書
	認印可
	(不要)




【メインテンプレ】取締役就任承諾書(標準版)
(取締役会設置会社の取締役(代表でない)用)

就任承諾書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称(例:○○株式会社)] 御中
            住所:[就任者の住所]
            氏名:[就任者の氏名]       印
私は、貴社の令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催の[定時/臨時]株主総会において、取締役として選任されましたので、その就任を承諾いたします。
以 上


【書式パターン①】代表取締役就任承諾書
(取締役会設置会社・代表取締役選定時)

就任承諾書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[就任者の住所]
            氏名:[就任者の氏名]       印(個人実印)
私は、貴社の令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催の取締役会において、代表取締役として選定されましたので、その就任を承諾いたします。
以 上

【パターン①の押印・添付書類】 - 押印:個人実印 - 添付書類:印鑑証明書(発行後3ヶ月以内) - 注意:認印では登記申請が却下されます。


【書式パターン②】取締役就任承諾書(取締役会設置会社・代表でない取締役)

就任承諾書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[就任者の住所]
            氏名:[就任者の氏名]       印
私は、貴社の令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催の[定時/臨時]株主総会において、取締役として選任されましたので、その就任を承諾いたします。
以 上

【パターン②の押印・添付書類】 - 押印:認印可 - 添付書類:本人確認証明書(住民票・運転免許証コピー等) - 2015年商業登記規則改正により、印鑑証明書に代えて本人確認証明書で足りる。


【書式パターン③】取締役就任承諾書(取締役会非設置会社・取締役全員)

就任承諾書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[就任者の住所]
            氏名:[就任者の氏名]       印(個人実印)
私は、貴社の令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催の[定時/臨時]株主総会において、取締役として選任されましたので、その就任を承諾いたします。
以 上

【パターン③の押印・添付書類】 - 押印:個人実印 - 添付書類:印鑑証明書(発行後3ヶ月以内) - 取締役会非設置会社では、取締役全員に印鑑証明書添付が必要。


【書式パターン④】監査役就任承諾書

就任承諾書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[就任者の住所]
            氏名:[就任者の氏名]       印
私は、貴社の令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催の[定時/臨時]株主総会において、監査役として選任されましたので、その就任を承諾いたします。
以 上

【パターン④の押印・添付書類】 - 押印:認印可 - 添付書類:本人確認証明書(住民票・運転免許証コピー等) - 監査役は本人確認証明書で足りる(2015年改正対応)。


【書式パターン⑤】重任(再任)就任承諾書

就任承諾書(重任)
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[就任者の住所]
            氏名:[就任者の氏名]       印
私は、貴社の令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催の[定時/臨時]株主総会において、取締役として重任されましたので、引き続き取締役として就任することを承諾いたします。
以 上

【パターン⑤の押印・添付書類】 - 押印:認印可(代表取締役の重任は実印) - 添付書類:本人確認証明書は不要(再任のため簡略化) - 既に登記されている取締役のため、本人確認は不要。


【書式パターン⑥】選任同意書(株主総会前・任意)

選任同意書
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[候補者の住所]
            氏名:[候補者の氏名]       印
私は、来る令和[YYYY]年[MM]月[DD]日開催予定の貴社[定時/臨時]株主総会において、取締役[/監査役]候補者として推薦されることに同意いたします。
なお、取締役[/監査役]として選任された場合は、その就任を承諾いたします。
以 上

【パターン⑥の使用シーン】 - 株主総会の招集通知前に候補者の意思確認をする場合 - 会社法上必須ではないが、実務慣行として取得することが多い - 登記申請の添付書類ではない(あくまで会社の内部資料)


添付書類の判定マトリクス
就任承諾書とともに法務局へ提出する添付書類の判定基準です。
	会社の設置形態
	就任する役職
	押印
	添付書類

	取締役会設置会社
	代表取締役の就任
	個人実印
	印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)

	取締役会設置会社
	取締役(代表でない)の就任
	認印可
	本人確認証明書

	取締役会設置会社
	監査役の就任
	認印可
	本人確認証明書

	取締役会非設置会社
	取締役(全員・代表含む)
	個人実印
	印鑑証明書(発行後3ヶ月以内)

	取締役会非設置会社
	監査役の就任
	認印可
	本人確認証明書

	すべて
	重任(任期満了後の再任)
	認印可(代表は実印)
	(本人確認証明書は不要)


(2015年商業登記規則改正により、代表取締役以外の役員就任は本人確認証明書で足ります。)

本人確認証明書の具体例
「本人確認証明書」として認められる書類の例は次のとおりです(いずれか1点)。
	No.
	書類名
	必要範囲

	1
	住民票の写し
	1通(発行後の有効期限なし)

	2
	運転免許証のコピー
	表面・裏面の両面

	3
	マイナンバーカードのコピー
	表面のみ(裏面のマイナンバーは不要・むしろ非掲載必須)

	4
	住基カードのコピー
	写真付き

	5
	在留カード・特別永住者証明書のコピー
	表面・裏面の両面

	6
	パスポートのコピー
	顔写真・氏名・住所が分かるページ


本人確認証明書の必要記載事項
· 氏名(就任承諾書の氏名と一致)
· 住所(就任承諾書の住所と一致)
· (顔写真があれば望ましいが必須ではない)
注意事項
· マイナンバーカードのコピーは、裏面のマイナンバー部分は必ずマスキングしてください。
· 写しを提出する場合、原本証明(「原本と相違ありません」等の本人記載+署名)が望ましい。
· 一部の法務局では追加書類を求められる場合があるため、事前に確認を推奨。

印鑑証明書の取扱い
代表取締役・取締役会非設置会社の取締役の就任承諾書には、印鑑証明書の添付が必要です。
印鑑証明書の要件
· 発行後3ヶ月以内のもの(商業登記規則)
· 個人の印鑑証明書(市区町村が発行)
· 就任承諾書に押印した印鑑と一致すること
印鑑証明書の取得方法
· 市区町村役場の窓口で発行(本人確認書類が必要)
· マイナンバーカードによるコンビニ交付サービス
· オンライン申請(自治体による)
注意事項
· 印鑑登録をしていない場合は、まず市区町村役場で印鑑登録を行う必要があります。
· 法人の印鑑証明書ではなく、個人の印鑑証明書を取得してください。
· 発行から3ヶ月を経過した印鑑証明書は使用できません。

関連書類:辞任届(参考)
役員交代時に辞任届とセットで取扱われることが多いため、参考として記載します。
辞任届
                                              令和[YYYY]年[MM]月[DD]日
[会社の正式名称] 御中
            住所:[辞任者の住所]
            氏名:[辞任者の氏名]       印
私は、貴社の取締役[/代表取締役/監査役]を、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日をもって辞任いたしますので、お届けいたします。
以 上

【辞任届の押印・添付書類】 - 代表取締役の辞任届:個人実印+印鑑証明書(発行後3ヶ月以内) - 取締役・監査役の辞任届:認印可(印鑑証明書は不要) - 辞任の効力発生日を明示することが重要

登記申請の必要書類一覧
取締役の就任登記に必要な書類は次のとおりです。
	必要書類
	取締役会設置会社
	取締役会非設置会社

	株主総会議事録
	必須
	必須

	就任承諾書(本テンプレ)
	必須
	必須

	印鑑証明書
	代表取締役のみ
	取締役全員

	本人確認証明書
	取締役・監査役
	監査役

	取締役会議事録(代表取締役選定時)
	必須
	不要

	登記委任状(司法書士に依頼時)
	あり
	あり

	登録免許税
	1万円(資本金1億円超は3万円)
	同左


登記申請の期限
· 就任日から2週間以内(会社法第915条第1項)
· 期限超過は100万円以下の過料(会社法第976条)

印紙税について
取締役就任承諾書は、印紙税法上の課税文書に該当しないため、印紙税は非課税です。
· 就任承諾書は、本人から会社への一方的な意思表示であり、契約書・領収書等の課税文書には該当しません。
· 紙で作成する場合も、電子化する場合も、印紙税は不要です。

電子化の対応
就任承諾書は、商業登記の電子申請に対応する電子署名による作成が可能です。
電子化のメリット
· 遠方の役員からの就任承諾取得が容易
· 複数役員からの同時取得が効率化
· 改ざん検知(タイムスタンプ・電子署名)
· 電子帳簿保存法に自動対応
· 商業登記の電子申請に対応(法務省電子証明書を利用)
· 取締役会議事録・株主総会議事録等と一元管理
· 印鑑証明書の取得・郵送の手間を削減(電子証明書での代替)
商業登記の電子申請
· 法務省の「登記・供託オンライン申請システム」で電子申請可能
· 電子証明書(マイナンバーカード等)による電子署名が必要
· 詳細は法務局・司法書士に確認

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士監修ですが、会社の設置形態・登記内容に応じた修正が必要です。重要案件は必ず弁護士・司法書士にご相談ください。
書式選択の確認
· 自社の設置形態(取締役会設置/非設置)を確認
· 就任する役職(代表取締役/取締役/監査役)を確認
· 新任/重任の別を確認
· 上記に応じて適切な書式パターン(①〜⑥)を選択
押印・添付書類の確認
· 代表取締役の就任承諾書:個人実印+印鑑証明書(3ヶ月以内) が必須
· 取締役会設置会社の取締役・監査役:本人確認証明書で足りる
· 重任(再任)の場合:本人確認証明書は不要
登記申請期限の遵守
· 就任日から2週間以内に法務局へ申請(会社法第915条第1項)
· 期限超過は過料100万円以下の制裁(会社法第976条)
· 司法書士への依頼で確実な期限管理を
就任日の特定
· 就任承諾書の日付は、就任日(株主総会決議の日又はそれ以降の効力発生日)と一致させること
· 代表取締役の場合、取締役会での代表取締役選定日と一致させること
· 就任日と就任承諾書の日付がずれると、登記却下リスクあり
既存役員との関係
· 既存の取締役が任期満了等で同時に交代する場合、辞任届(本テンプレ後半参照)も取得
· 代表取締役の重任は、新たに代表取締役を選定し直す手続きが必要
司法書士関与の推奨
· 取締役交代の登記は、書式不備による却下リスクや手続きの複雑性を考えると、司法書士への依頼が推奨されます。
· 司法書士依頼費用:3〜5万円程度(案件規模による)
· 弁護士費用との比較:登記実務は司法書士のほうがコスト効率良好
編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、自社の状況に応じて編集してください。
· 株主総会の開催日と就任承諾の日付の関係に注意してください。
· 就任承諾書の用紙はA4サイズが標準(法務局提出形式)。
トラブル時の相談先
· 司法書士(商業登記の専門家)
· 弁護士(役員紛争・法的紛争)
· 税理士(役員報酬等の税務)
· 法務局(申請手続きの相談)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は法務省等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。登記申請の添付書類として使用する場合、書式不備で却下されるリスクがあるため、特に司法書士のレビューを強くおすすめします。
